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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則

法」という。）第２８条第１項の規定に基づき、独立行政法人原子力安全基盤機構法（平

成１４年法律第１７９号。以下「機構法」という。）第１３条に規定する独立行政法人原

子力安全基盤機構（以下「機構」という。）の業務について、その方法その他の基本的事

項を定め、もってその業務の適正な運営に資することを目的とする。 

 

（用語） 

第２条 この業務方法書において使用する用語は、通則法及び機構法において使用する用語

の例による。 

 

（業務運営の基本方針） 

第３条 機構は、原子力施設及び原子炉施設に関する検査等を行うとともに、原子力施設及

び原子炉施設の設計に関する安全性の解析及び評価等を行うことにより、原子力の安全の

確保のための基盤の整備を図ることを目的とする機構の業務の公共的重要性に鑑み、関係

機関との密接な連携を図り、もってその業務の適正かつ効率的な運営を期するものとする。 

 

 

第２章 業務の方法 

第１節 機構法第１３条第１項第１号から第５号までに掲げる業務に関する事項 

（原子力施設及び原子炉施設に関する検査その他これに類する業務） 

第４条 機構は、次の各号に掲げる検査、確認等を行う。 

一  核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６

号。以下「原子炉等規制法」という。）第１６条の３第１項、第２８条第１項、第４

３条の９第１項、第４６条第１項及び第５１条の８第１項に規定する使用前検査に関

する事務の一部 

二  原子炉等規制法第１６条の５第１項、第２９条第１項、第４３条の１１第１項、第

４６条の２の２第１項、第５１条の１０第１項に規定する施設定期検査に関する事務
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の一部 

三  原子炉等規制法第５１条の６第１項に規定する確認に関する事務の一部 

四  原子炉等規制法第６１条の２第１項に規定する確認に関する事務の一部 

五  原子炉等規制法第６１条の２４に規定する溶接検査 

六  原子炉等規制法第６１条の２５に規定する廃棄確認 

七  原子炉等規制法第６１条の２６第１項に規定する運搬物確認 

八  原子炉等規制法第６１条の２７に規定する運搬方法確認 

九  電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４９条第１項に規定する使用前検査に

関する事務の一部 

十  電気事業法第５１条第１項及び第３項に規定する燃料体検査に関する事務の一部 

十一 電気事業法第５４条第１項に規定する定期検査に関する事務の一部 

十二 電気事業法第５２条第３項に規定する溶接安全管理審査 

十三 電気事業法第５５条第４項に規定する定期安全管理審査 

２ 前項の検査、確認等に関する業務を実施するに当たっては、前項各号に掲げる法律及び

同法に基づく命令の定めるところにより、並びに中期計画及び年度計画に従い実施するも

のとする。 

 

（原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解析及び評価） 

第５条 機構は、中期目標に基づき、原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解

析及び評価を行うものとする。 

２ 前項の解析及び評価に関する業務については、中期計画及び年度計画に従い実施するも

のとする。 

 

（原子力災害の予防、原子力災害の拡大の防止及び原子力災害の復旧） 

第６条 機構は、中期目標に基づき、原子力災害の予防、原子力災害の拡大の防止及び原子

力災害の復旧に関する業務を行うものとする。 

２ 前項の原子力災害の予防、拡大防止及び復旧に関する業務については、中期計画及び年

度計画に従い実施するものとする。 

 



 4 

（原子力の安全の確保に関する調査、試験、研究及び研修） 

第７条 機構は、中期目標に基づき、原子力の安全の確保に必要な調査、試験、研究及び研

修を行うものとする。 

２ 前項の調査、試験、研究及び研修は、中期計画及び年度計画に従い実施するものとする。  

 

（原子力の安全の確保に関する情報の収集、整理及び提供） 

第８条 機構は、中期目標に基づき、原子力の安全の確保に関する情報の収集、整理及び提

供を行うものとする。 

２ 前項の情報の収集、整理及び提供は、中期計画及び年度計画に従い実施するものとする。 

 

第２節 機構法第１３条第２項各号に規定する立入検査等に関する事項 

（原子炉等規制法及び電気事業法に基づく立入検査等） 

第９条 機構は、次の各号に掲げる立入検査等を行うものとする。 

一 原子力規制委員会又は国土交通大臣の指示による原子炉等規制法第６８条第７項の規

定に基づく同条第１項から第３項までに規定する立入検査、質問又は収去 

二 主務大臣の指示による電気事業法第１０７条第９項の規定に基づく同条第１項から第

３項までに規定する立入検査 

２ 前項の立入検査等は、前項各号に掲げる法律及び同法に基づく命令の定めるところによ

り、並びに中期計画及び年度計画に従い実施するものとする。 

 

第３節 機構法第１３条第３項に規定する原子力の安全の確保に関する業務に関する事項 

（国の行政機関の求めに応じ行う原子力の安全の確保に関する業務） 

第１０条 機構は、機構法第１３条第３項の業務を実施するに当たっては、業務の遂行に支

障のない範囲内で、国の行政機関の求める方法により行う。 

 

 

第３章 業務委託の基準 

（業務委託の基準） 

第１１条 機構は、その実施しようとする業務のうち他の者に委託して実施することが効率
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的であると認める業務については、当該業務の実施を他の者に委託することができる。 

２ 機構は、前項の委託をしようとするときは、受託しようとする者と委託契約を締結する

ものとする。 

３ 前項の契約において定める事項は、次の各号に掲げるものとする。 

一 委託の目的及び期間 

二 委託の概要 

三 委託に係る経費 

四 知的財産権の取扱い 

五 その他必要な事項 

４ 受託者の選定は、公平性及び透明性を確保する観点から原則として公募方式によるもの

とする。ただし、業務の性格上、委託しようとする業務を適切に実施できる者が特定され

ると認められる場合はこの限りでない。 

 

 

第４章 競争入札その他契約に関する基本的事項 

（契約の原則） 

第１２条 機構は、物品又は役務の調達契約に関して、ＷＴＯ政府調達協定に則って調達を

行うものとする。 

２ 機構は、前項に規定するもののほか、物品又は役務に係る調達契約に関しては、競争入

札を実施するなどコストの低減に十分に配慮するものとする。 

３ 機構は、物品又は役務の調達手続その他の詳細については、別に定めることとする。 

 

（共同研究） 

第１３条 機構は、その実施しようとする業務について、他と共同で実施することが効率的

であると認めるときは、当該業務を他と共同で実施することができる。 

２ 機構は、前項の規定により他と共同で業務を実施しようとするときは、その相手方と共

同研究の契約を締結するものとする。 

３ 前項の契約において定める事項は、次の各号に掲げるものとする。 

一 共同研究の目的及び期間 
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二 共同研究の概要 

三 共同研究に係る経費 

四 知的財産権の取扱い 

五 その他必要な事項 

 

（受託業務） 

第１４条 機構法第１３条第１項及び第３項に規定する業務の範囲内において、国の行政機

関から業務を受託することができる。 

２ 機構は前項の規定により業務を受託しようとするときは、機構に業務を委託しようとす

る者と受託契約を締結するものとする。 

３ 前項の契約において定める事項は、次の各号に掲げるものとする。 

一 業務の目的及び期間 

二 業務の概要 

三 業務に係る経費 

 四 知的財産権の取扱い 

 五 その他必要な事項 

 

 

附則 

この業務方法書は、経済産業大臣の認可を受けた日から実施し、平成１５年１０月１日から適用

する。 

 

附則 

この業務方法書は、経済産業大臣の認可を受けた日から実施し、平成１７年１２月１日か

ら適用する。 

 

附則 

第１条 この業務方法書は、原子力規制委員会及び内閣総理大臣の認可を受けた日から実施

し、平成２５年４月１０日から適用する。 
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第２条 原子力規制委員会設置法（平成２４年法律第４７号）附則第１７条の施行の日をも

って、第４条第１項第１号から「、第２８条第 1項」を、同項第２号から「、第２９条第

1項」を削る。 

 

第３条 第４条第１項第９号から第１３号までの規定は、原子力規制委員会設置法附則第１

７条及び第４１条の施行の日をもって、次のとおり改める。 

 

九  原子炉等規制法第４３条の３の１１第１項に規定する使用前検査に関する

事務の一部 

十  原子炉等規制法第４３条の３の１２第１項及び第４項に規定する燃料体検

査に関する事務の一部 

十一 原子炉等規制法第４３条の３の１３第３項に規定する溶接安全管理審査 

十二 原子炉等規制法第４３条の３の１５第１項に規定する施設定期検査に関す

る事務の一部 

十三 原子炉等規制法第４３条の３の１６第４項に規定する定期安全管理審査 

 

第４条 第９条の規定は、原子力規制委員会設置法附則第４１条及び第６５条の施行の日を

もって、次のとおり改める。 

 

第９条 機構は、原子力規制委員会又は国土交通大臣の指示による原子炉等規制法第

６８条第８項の規定に基づく同条第１項から第４項までに規定する立入検査、質問

又は収去を行う。 

２ 前項の立入検査、質問又は収去は、前項に掲げる法律及び同法に基づく命令の定

めるところにより、並びに中期計画及び年度計画に従い実施するものとする。 

 


